薬物の使用等を助長する図書類等への対応策についての論点
検討事項
　○薬物関連本は有害図書指定すべきか。
　○現行の指定基準で指定できるか。
　○新たな指定基準が必要か。
　○インターネット上の薬物関連サイトへの対応について
（論点）
　　・表現の自由との関係
　　・自治体におけるインターネット対策の有効性とその限界

　　　

　





◇有害な図書類の指定（大阪府青少年健全育成条例第1３条）


第１項第３号


青少年の犯罪を著しく誘発するおそれがあり、青少年の健全な成長を阻害するもので、次に掲げる基準に該当するもの


　　　イ　殺人、傷害、暴行、窃盗その他の刑罰法令に触れる行為を行うようそそのかすような表現をするものであること。


　　　ロ　殺人、傷害、暴行、窃盗その他の刑罰法令に触れる行為（これを直接の目的とする準備行為を含む。）の方法であって、青少年が模倣するおそれがあると認められるものを詳細かつ具体的に表現するものであること。








　図書の販売状況








◆府内の大型書店等において、「他都府県が指定した図書類」の陳列販売の状況を調査した。


調査店舗数　：３０店舗（府内の大型書店等）


　陳列店舗数　：　６店舗（他都府県が指定した４３冊のうち１１冊を確認）


              　　　　　　　　　　　　　　　　※43冊のうち現在、22冊は絶版。





◆陳列販売をしている書店に下記の項目をヒアリング調査した。


図書の販売頻度　 ：全くなし～いずれかの本が１か月に１冊程度


主な購買層　　　 ：30歳代


青少年の購買実態：ほとんどなし





青少年による違法ドラッグ(いわゆる脱法ハーブ)の使用実態等








◆府内の違法ドラッグ販売店の状況（平成２４年）


平成24年３月末：７３店舗  　⇒９月末：５１店舗　  ⇒12月末：３９店舗





◆違法ドラッグ(いわゆる脱法ハーブ)使用による健康被害状況


　平成23年　　　　 ⇒病院搬送された人数は24人。うち10代は０人


　平成24年12月末　⇒病院搬送された人数は46人。うち18歳未満は２人


　※本データは、大阪府警に対する報告ベースによる数値





◆違法ドラッグ(いわゆる脱法ハーブ)使用による事件


　○18歳未満の青少年による事件は確認されていない。





◆違法ドラッグ(いわゆる脱法ハーブ)に対する国の動き


　○脱法ハーブを薬事法による指定薬物として新たに包括指定する。（詳細は右へ⇒）





資料４





＜参考＞　特別部会で出された意見


○違法ドラッグ（いわゆる脱法ハーブ）が青少年に蔓延している実態があるのなら、図書についても指定が必要かとも思うが、薬物そのものを規制する条例が今回成立（平成24年10月）したので、その効果を見ていくことも一つの方法。





○青少年の違法ドラッグ（いわゆる脱法ハーブ）の使用状況が把握できれば、考慮の一つの要素になる。





○図書がきっかけとなって薬物に手を出すという事案が多いのかどうかだが、今のところは新しい指定基準が必要だというほどの事実はないのではないか。





○　「性的虐待の記録物」については、子どもを虐待している場面を撮影したものを公にする権利は誰にもないので、「表現の自由」の問題はないが、薬物関連本については、「表現の自由」の問題が出てくる。


マリファナの栽培や吸引の仕方等を解説している本について、表現の自由だと考える人も結構いる。それを、青少年保護ということを全面に出して、表現の自由を規制するのかという問題が生じる。


このため、行き過ぎた表現規制にならないために、大阪府青少年健全育成条例第13条第1項第３号で、犯罪を著しく誘発するおそれとか、青少年が犯罪の方法を模倣する恐れが非常に高い等の規定を設けているところである。





○　条例第13条第１項第３号の犯罪誘発を理由とした有害図書指定基準については、それほど高い因果性を要求しなくてもいいのではないか。ただ、審議会としては高い因果性を要求してきた先例と整合的な判断をしなくてはいけないというのも確か。





○　ネット世代の青少年がこれらの図書を本当に読んでいるのか疑問。図書よりもネット上で情報のやりとりがされていると思う。


ネット対策の現状としては、薬物の使用を助長するような情報があった場合は、違法情報であるという取扱いをしてプロバイダ等に削除要請をしている。





＜参考＞違法ドラッグに対する国の動き


厚生労働省は、違法ドラッグを薬事法の指定薬物として包括指定できるよう、下記のとおり指定薬物省令を改正する予定。


パブリックコメント：平成24年12月14日～平成25年１月12日


改正の概要：ある物質（1H-インドール-3-イル他）を基本骨格とする物質群について、新たに指定薬物として指定する。（該当対象７７５種類。現在は90種類）


公　布　日：平成25年１月中旬（予定）


施　行　日：　　〃   ２月中旬（予定）








